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平成２５年（厚）第８５２号

平成２６年３月３１日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、厚生年金保険法

（以下「厚年法」という。）附則第８条の

規定による老齢厚生年金（以下、単に「老

齢厚生年金」という。）について、厚年

法附則第９条の２の規定による老齢厚生

年金の額の計算にかかる特例（以下「障

害者特例」という。）の適用を求めると

いうことである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、６０歳に達した平成○年○

月○日を受給権発生日とする老齢厚生年

金の受給権者であるところ、平成○年

○月○日（受付）、厚生労働大臣に対し、

中心性脊髄損傷（以下「当該傷病Ａ」と

いう。）、腰部脊柱管狭窄症（以下「当該

傷病Ｂ」という。）、左𦙾骨開放骨折（以

下「当該傷病Ｃ」といい、これら３つの

傷病のいずれをも、「当該傷病」という。）

により障害の状態にあるとして、障害者

特例の適用を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、特別支給の老齢厚生

年金受給権者障害者特例請求書に添えて

提出されたたａ病院ｂ科・Ａ医師（以下

「Ａ医師」という。）作成の平成○年○月

○日現症に係る同日付診断書（以下「本

件診断書」という。）等によって障害の

程度を診査した結果、請求のあった傷病

については、国民年金法施行令別表及び

厚年法施行令（以下「厚年令」という。）

別表第１に定める障害の程度に該当しな

いという理由により、障害者特例の適用

をしない旨の処分（以下「原処分」とい

う。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　障害者特例の適用を受けるためには、

対象となる障害の状態が、厚年令別表第

１に定める程度（障害等級３級）以上に

該当することが必要とされている（厚年

法附則第９条の２）。

２　本件の問題点は、障害者特例の適用請

求日における請求人の当該傷病による障

害の状態（以下「本件障害の状態」とい

う。）が、厚年令別表第１に掲げる３級

の程度以上に該当しないと認められるか

どうかである。

３　請求人の３つの当該傷病は、相当因果

関係の認められない別傷病と認められる

ところ、当該傷病Ａ、当該傷病Ｂによる

障害は、主として四肢の機能に係るもの、

当該傷病Ｃによる障害は、下肢に係るも

のと認められるが、これらにより障害等

級３級に該当する障害の状態としては、

厚年令別表第１に、その６号として、「一

下肢の３大関節のうち、２関節の用を廃

したもの」、その１２号として「身体の

機能に、労働が著しい制限を受けるか、

又は労働に著しい制限を加えることを

必要とする程度の障害を残すもの」、及

び、その１４号として「傷病が治らない

で、身体の機能又は精神若しくは神経系

統に、労働が制限を受けるか、又は労働

に制限を加えることを必要とする程度の

障害を有するものであつて、厚生労働大

臣が定めるもの」が掲げられている。そ

うして、前記１４号に当たる障害は、厚

年令別表第２に該当する程度（障害手当

金）の障害について、原因となった傷病

が治っていないことを条件として３級と

して取り扱うものであるところ、同別表

第２には、その１１号として「一下肢の

３大関節のうち、１関節に著しい機能障

害を残すもの」、その２１号に「身体の

機能に、労働が制限を受けるか、又は労

働に制限を加えることを必要とする程度

の障害を残すもの」が掲げられている。

そして、国民年金法及び厚年法上の
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障害の程度を認定するためのより具体的

な基準として、社会保険庁により発出さ

れ、同庁の廃止後は厚生労働省の発出し

たものとみなされて、引き続き効力を有

するものとされている「国民年金・厚生

年金保険障害認定基準」（以下「認定基準」

という。）が定められているが、障害の

認定及び給付の公平を期するための尺度

として、当審査会もこの認定基準に依拠

するのが相当であると思料するものであ

る。

認定基準の第１「一般的事項」によれ

ば、障害基礎年金、障害厚生年金及び障

害手当金が支給される「障害の状態」と

は、身体又は精神に、国民年金法施行令

別表、厚年令別表第１及び厚年令別表第

２に定める程度の障害の状態があり、か

つ、その状態が長期にわたって存在する

場合をいい、また、「傷病が治った場合」

とは、器質的欠損若しくは変形又は機能

障害を残している場合は、医学的に傷病

が治ったとき、又は、その症状が安定

し、長期にわたってその疾病の固定性が

認められ、医療効果が期待し得ない状態

に至った場合をいうとされている。

そうして、肢体の障害が上肢及び下肢

など広範囲にわたる障害（脳血管障害、

脊髄損傷等の脊髄の器質障害、進行性筋

ジストロフィー等）の場合には、認定

基準第３第１章（以下「本章」という。）

第７節（以下「本節」という。）の肢体

の障害の「第１　上肢の障害」、「第２　

下肢の障害」及び「第３　体幹・脊柱の

機能の障害」に示したそれぞれの認定基

準と認定要領によらず、「第４　肢体の

機能の障害」として認定するとされ、肢

体の機能の障害の程度は、関節可動域、

筋力、巧緻性、速さ、耐久性を考慮し、

日常生活における動作の状態から身体機

能を総合的に認定するとされ、３級に相

当すると認められるものの一部例示とし

て、「一上肢及び一下肢に機能障害を残

すもの」が掲げられており、身体機能の

障害の程度と日常生活における動作の障

害との関連を参考として示すとして、「機

能に相当程度の障害を残すもの」とは、

日常生活における動作の多くが「一人で

全くできない場合」又は日常生活におけ

る動作のほとんどが「一人でできるが非

常に不自由な場合」をいい、「機能障害

を残すもの」とは、日常生活における動

作の一部が「一人で全くできない場合」

又はほとんどが「一人でできてもやや不

自由な場合」をいうとされている。

さらに、下肢の障害については、本節

「第２　下肢の障害」によれば、下肢の

障害は、機能障害、欠損障害、変形障害

及び短縮障害に区分され、「関節の用を

廃したもの」とは、関節の他動可動域が

健側の他動可動域の２分の１以下に制限

されたもの又はこれと同程度の障害を残

すもの（例えば、常時（起床より就寝まで）

固定装具を必要とする程度の動揺関節）

をいい、「関節に著しい機能障害を残す

もの」とは、関節の他動可動域が健側の

他動可動域の３分の２以下に制限された

もの又はこれと同程度の障害を残すもの

（例えば、常時ではないが、固定装具を

必要とする程度の動揺関節、習慣性脱臼）

をいうとされ、「（注）」として、関節に

著しい機能障害がない場合であっても、

関節に機能障害を残すもの（「関節の他

動可動域が健側の他動可動域の５分の４

以下に制限されたもの」又は「これと同

程度の障害を残すもの（例えば、固定装

具を必要としない程度の動揺関節、習慣

性脱臼）」をいうと付記されている。

なお、疼痛については、本章「第９節

／神経系統の障害」によれば、疼痛は、

原則として認定の対象とならないとされ

ているところ、四肢その他の神経の損傷

によって生じる灼熱痛、脳神経及び脊髄

神経の外傷その他の原因による神経痛、

根性疼痛、悪性新生物に随伴する疼痛等

の場合（以下、これらを「例外的認定対

象疼痛」という。）については、疼痛発

作の頻度、強さ、持続時間、疼痛の原因

となる他覚的所見により、「軽易な労働

以外の労働に常に支障がある程度のも

の」は３級に、「一般的な労働能力は残
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存しているが、疼痛により時には労働に

従事することができなくなり、就労可能

な職種の範囲が相当な程度に制限される

もの」は、障害手当金に該当するものと

認定するとされている。

４　本件障害の状態は、本件診断書によれ

ば、障害の原因となった傷病名には当該

傷病が掲げられた上で、傷病が治った（症

状が固定して治療の効果が期待できない

状態を含む。）かどうかについては、「傷

病が治っている場合……治った日　平成

○年○月○日　確認」とされ、診断書

作成医療機関における初診時（平成○

年○月○日）所見は、「・深部腱反射亢

進　・右上下肢筋力低下　・四肢感覚鈍

麻」、現在までの治療の内容等は、「○歳

時に貨物船に乗っていて高所からエンジ

ンルームに転落した。以後、四肢のしび

れ、だるさが生じるようになった。○歳

時左𦙾腓骨開放性骨折に対し、平成○年

○月より、四肢のしびれ、筋力低下が増

悪した。○月○日頚椎ＭＲＩでは異常認

めず。○月○日腰椎ＭＲＩで腰部脊柱管

狭窄症を認めた。○月○日腰椎後方除圧

術を施行した。以降も四肢のしびれ、筋

力低下がのこる。」とされ、麻痺は、外

観（弛緩性）、起因部位（筋性）、種類及

びその程度（感覚麻痺（鈍麻））、腱反射

は両上肢で亢進、両下肢は正常、バビン

スキー反射など病的反射は認めないとさ

れ、「排尿障害（有）」、「排便障害（有）」

とされている。脊柱の障害としては、頸

部脊柱他動可動域は「運動制限・可動

域制限なし」とされ、随伴する脊髄・

根症状などの臨床症状は、「四肢筋力低

下、四肢の感覚鈍麻」、握力は、右（１３

ｋｇ）、左（２０ｋｇ）、手（足）指関節

の自動可動域の記載はなく、関節他動可

動域の制限はなく、筋力は、四肢全て「や

や減」とされ、左右の下肢長は８０ｃｍ

で、左右差はない。日常生活動作の障害

の程度をみると、上肢機能に関連する項

目では、用便の処置をする（尻のところ

に手をやる）（右・左）が一人で全くで

きない、両手でタオルを絞る（水がきれ

る程度）、ひもを結ぶは「△」（注：「△×」

の「一人でできるが非常に不自由」ある

いは「○△」の「一人でできてもやや不

自由」の程度と推察される）、両手で上

衣の着脱（ワイシャツを着てボタンをと

める）が一人でできてもやや不自由とさ

れているが、その他のつまむ（新聞紙が

引き抜けない程度）、握る（丸めた週刊

誌が引き抜けない程度）、さじで食事を

する、顏を洗う（顔に手のひらをつける）、

用便の処置をする（ズボンの前のところ

に手をやる）（以上、いずれも右・左）、

両手で上衣の着脱（かぶりシャツを着て

脱ぐ）は全て一人でうまくできるとされ

ており、下肢機能に関連する項目では、

階段を登る、階段を降りるが、手すりが

あればできるがやや不自由とされている

ものの、片足で立つ（右・左）、歩く（屋

内・屋外）、立ち上がるは、いずれも、

一人でうまく、あるいは支持なしででき

るとされている。平衡機能は、閉眼で起

立・立位保持の状態は可能であるが、開

眼での直線の１０ｍ歩行の状態は多少転

倒しそうになるがどうにか歩き通すとさ

れ、補助用具として、杖を使用しており、

現症時の日常生活活動能力及び労働能力

は、「家事がなんとかできる程度で、長

時間同姿勢を要したり、重作業の業務は

不可　腰痛が強く、排便の処置ができな

い　自動洗浄トイレを使っている。」、予

後は、「不変と考える。」とされている。

このような本件障害の状態は、四肢の

感覚鈍麻を伴う四肢筋力低下であるが、

関節可動域に制限はなく、筋力も全てや

や減であり、日常生活動作の障害の程度

をみると、下肢機能に関連する５項目の

うち、３項目は一人でうまく、あるいは

支持なしででき、認定対象となる程度に

至っていない。上肢機能に関連する１０

項目では、用便の処置をする（尻のとこ

ろに手をやる）の項目が一人で全くでき

ないとされているが、「腰痛が強く、排

便の処置ができない。」と記載されてい

ることからすると、上記用便の処置をす

る活動が一人で全くできない原因として
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は、例外的認定対象疼痛には該当しない

腰痛によるものと認められ、用便の処置

をする（尻のところに手をやる）につい

ては、これを認定対象とすることはでき

ず、上肢機能に関連する項目も認定対象

となる障害の程度に至らない。また、左

下肢の障害の程度をみると、左足関節（背

屈＋底屈）他動可動域を含め、左下肢の

３大関節には全く可動域制限がなく、認

定対象となり得る障害の程度に至ってい

ない。

そうすると、本件障害の状態は、当

該傷病Ａに起因する両下肢の機能の障

害、当該傷病Ｂに起因する四肢の機能の

障害、当該傷病Ｃによる左下肢の障害と

してみると、いずれの傷病による障害の

程度も３級の例示に該当しない程度であ

り、厚年令別表第１に定める３級の程度

に該当しない。もとより、それより重い

１級又は２級の程度に該当しないことは

明らかである。

なお、請求人は、再審査請求時に、Ａ

医師作成の平成○年○月○日現症に係る

同月○日付診断書（以下「平成○年○月

現症診断書」という。）、ａ病院作成の請

求人に係る内服薬説明書を提出している

が、平成○年○月現症診断書は、本件に

おいて対象とすべき日から７か月が経過

した現症日について記載されたものであ

り、これを採用することはできないし、

内服薬説明書の記載内容を考慮しても、

本件診断書及び認定基準に基づいてなさ

れた本件障害の状態についての前記認

定・判断を左右するものとはならない。

５　以上のように、障害者特例の適用請求

日における請求人の当該傷病による障害

の状態は、厚年令別表第１に定める程度

以上に該当しないのであるから、原処分

は相当であり、これを取り消すことはで

きず、本件再審査請求は理由がないの

で ､これを棄却することとし、主文のと

おり裁決する。
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